
 
資料１ 

事業概要 

 

１．目的 

我が国製造業者の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目指し、中小企業のモノ作

り基盤技術（鋳造、鍛造、切削、めっき等）の高度化に資する革新的かつハイリスクな

研究開発等を促進することを目的としています。 

 

２．事業内容 

（１）事業対象 

  「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（以下「法」という。）」第

３条に基づき定められた特定ものづくり基盤技術高度化指針に沿って策定され、法第４

条第１項に基づき認定を受けた特定研究開発等計画を基本とした研究開発を対象として

います。 

 

（２）応募資格 

  本事業の対象は、事業管理者、研究実施者、総括研究代表者（プロジェクトリーダー）、

副総括研究代表者（サブリーダー）によって構成される共同体を基本とし、法の認定を

受けた中小企業者を含む必要があります。 

 

（３）応募申請者 

  申請者は、事業管理者です。 

事業管理者は、研究開発計画の運用管理、共同体構成員相互の調整を行うとともに、

財産管理（知的所有権を含む）等の事業管理及び研究開発成果の普及等を主体的に行う

ことが可能な法人又は個人事業者です。 

 

（４）研究開発期間 

  本事業の対象となる研究開発期間は、１計画あたり２年度又は３年度です。 



 
資料１ 

戦略的基盤技術高度化支援事業の仕組み  

経済産業局、（独）中小企業基盤整備機構 

採択審査委員会 
（外部学識経験者等） 

③審査・採択

 

フ
ォ
ロ
ー
ア

プ
調
査 

④
委
託
研
究
契
約 

①
研
究
開
発
等
計
画
公
募

（
成
果
報
告
・
支
払
）

⑥
中
間
評
価
・ 

②
提 
 
 
 
 
 

案

ッ

最
終
評
価
・ 

共同体

【事業管理者】 
【アドバイザー】  

 ●研究開発等計画の運営管理  ●構成員相互の調整 
開発目標の明確化、マーケ

ットとの適合性向上等に

向けたアドバイザーとし

ての役割 

●財産管理（知的所有権を含む。） 
●研究開発成果の普及等 
 
☆委託契約における受託者として、一切の契約責任を負う。 

⑤再委託

   【研究実施者】 【研究実施者】 
【研究実施者】 【研究実施者】 【研究実施者】基盤技術を有する

研究機関 中小企業 中小企業 大企業 中小企業 
（法認定事業者） （大学、公設試等）

☆研究開発の計画、実施及び成果管理を総括する。 
 
【総括研究代表者】   【副総括研究代表者】 

◆中小企業要件 （ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ）     （ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ） 
 （ア）（イ）（ウ）に該当     （ア）に該当 中小企業が受け取る委託

費の合計が、機器設備費を

除く委託額の２／３以上

であること。 

 
（ア）研究開発上の高い見識と、管理能力を有し、研究開発計画の企

画、立案、実施、成果管理において総括を行う能力を有するこ

と。 
（イ）研究開発のために必要かつ充分な時間を確保できること。 
（ウ）実用化技術開発に高い知見を有すること。 




